
１4.  平成 18年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 11日

上  場  会  社  名                        株式会社東京精密 上場取引所　　東

ｱｸﾚｰﾃｸ

コ　ー　ド　 番　 号 7729 本社所在都道府県 　　東京都

（ＵＲＬ　　http://www.accretech.jp/）

代      表      者 　　　代表取締役社長Ｃ.Ｅ.Ｏ.兼Ｃ.Ｏ.Ｏ.　　　　鈴  木　  貞  勝

問合せ先責任者 　　　代表取締役業務会社執行役員社長　　太　田　　邦　正 TEL (0422) 48 - 1011
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 11日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 17年 12月   1日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 (百万円未満は切捨表示）

　　　　　　　　  　 百万円　　　％　　　　　　　　　   百万円　　　％　　　　　　　　　  百万円 　  ％

17年 9月中間期 37,558    △ 4.9 4,932   △  21.4 5,247  △  20.0
16年 9月中間期 39,505 71.0 6,275 735.6 6,556 909.7
17年 3月期 73,336 9,723 9,676

　　　　　　　　　  百万円　　　％ 円　　      銭

17年 9月中間期 3,456     △  7.6 92 18
16年 9月中間期 3,739 765.5 99 97
17年 3月期 605 16 16
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期    37,495,268 株   16年 9月中間期    37,408,547 株   17年 3月期    37,452,407 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期       20   00 －

16年 9月中間期       15   00 －

17年 3月期 －    30   00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 91,706 32,347 35.3   862  71

16年 9月中間期 88,920 32,763 36.8   873  74

17年 3月期 87,161 29,088 33.4   775  78

①期末発行済株式数    17年 9月中間期    37,494,533 株   16年 9月中間期    37,497,268 株   17年 3月期    37,495,725 株

②期末自己株式数 　　  17年 9月中間期         23,421 株　 16年 9月中間期         20,686 株   17年 3月期         22,229 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 79,000 10,500 6,500       20    00    40    00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              169 円 　49 銭

上記の予想は，8，9ページに記載した通期の見通し等を前提としています。

 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率
１株当たり
株主資本

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１　株  当  た  り
中間(当期）純利益
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15.比較貸借対照表   

前中間期（平成16年９月30日現在）  

当中間期（平成17年９月30日現在）  

前   期（平成17年３月31日現在） （単位 百万円：百万円未満を切捨てて表示）

   

科       目 前中間期 当中間期 前  期 前中間期 当中間期 前  期

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

 流 動 資 産 66,957 64,667 63,152  流 動 負 債 31,343 31,760 30,684

    現 金 及 び 預 金 6,713 6,049 7,175     支 払 手 形 16,554 12,977 10,977

    受 取 手 形 2,621 4,683 3,625     買 掛 金 5,848 6,171 5,640

    売   掛  金 26,588 27,919 26,912     短 期 借 入 金 700 3,400 - 

    た な 卸 資 産 26,054 22,914 22,440  一年以内返済予定長期借入金 2,480 3,800 3,400

    前  渡  金 1,229 1,596     1,365  一年以内償還予定社債 1,800 - 800

    未 収 消 費 税 等 358 249 414     未 払 金 1,639 2,269 3,936

    繰 延 税 金 資 産 350 557 615     未 払 法 人 税 等 667 1,863 2,053

    そ   の  他 

   貸 倒 引 当 金 

3,071 

△ 30 

717

△ 18

629

△ 27

    賞 与 引 当 金 

    新 株 引 受 権 

457 

70 

579

- 

644

20

        そ の 他 1,125 699 3,211

 固 定 資 産 21,963 27,038 24,009  固 定 負 債 24,813 27,598 27,388

 （有 形 固 定 資 産） (7,506) (11,020) (9,764)     社    債 17,500 17,500 17,500

    建物及び構築物 3,745 6,075 6,210     転 換 社 債 51 51 51

    機 械 装 置 858 2,411 792     長 期 借 入 金 3,930 6,520 6,370

    土       地 1,525 1,521 1,525     退職給付引当金 2,839 2,986 2,911

    建 設 仮 勘 定 719 317 529     役員退職慰労引当金 493 541 556

    そ   の  他 658 693 706 負  債  合  計 56,157 59,359 58,073

 （無 形 固 定 資 産） (2,683) (1,845) (2,287)  

    ソ フ ト ウ ェ ア 2,657 1,814 2,255    （資  本  の  部）  

    そ   の  他 26 30 31  資  本  金 7,392 7,392 7,392

 （投資その他の資産） (11,773) (14,173) (11,958)  資 本 剰 余 金 12,017 12,017 12,017

    投 資 有 価 証 券 3,302     4,137 3,374     資 本 準 備 金 12,017 12,017 12,017

    関 係 会 社 株 式 3,927 3,433 3,433  利 益 剰 余 金 13,371 12,568 9,674

    長 期 未 収 入 金 - 5,336 5,391     利 益 準 備 金 728 728 728

    長 期 貸 付 金 3,487 3,580 2,933     任 意 積 立 金 5,000 5,000 5,000

    繰 延 税 金 資 産 

    長 期 性 預 金 

    そ   の  他 

2,240 

- 

379 

5,497

    1,000

464

5,669

      - 

433

 中間（当期）未処分利益
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式        

7,642 

40 

△ 58 

6,839

437

△ 68

3,945

67

△ 63
        投資損失引当金 

    貸 倒 引 当 金 

△1,554 

△ 8 

△1,554

△7,723

      

△1,554

△7,723 資  本  合  計 32,763 32,347 29,088

資  産  合  計 88,920 91,706 87,161 負債及び資本合計 88,920 91,706 87,161
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１6．比較損益計算書 

  前中間期（平成16年4月1日～平成16年9月30日） 

  当中間期（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 

  前    期（平成16年4月1日～平成17年3月31日）                      （単位  百万円：百万円未満を切捨てて表示）

科        目     前 中 間 期     当 中 間 期     前       期 

 営 業 損 益  

売     上     高        39,505        37,558         73,336 

        売    上    原    価                    28,910        28,182         55,563 

販売費及び一般管理費                     4,319         4,443          8,049 

営  業  利  益         6,275         4,932          9,723 

営 業 外 収 益  (    440)  (    536) (   342) 

受取利息及び受取配当金           183           244            227 

        そ   の   他           257           292            114 

営 業 外 費 用      (    159)      (    221)       (    389) 

        支   払   利   息           150           120            271 

そ   の   他             8           101            117 

      経  常  利  益         6,556         5,247          9,676 

特  別  利  益 

        投資有価証券売却益 

     (    184) 

           68 

     (     20) 

           － 

      (    523) 

           358 

そ   の   他             115            20            165 

特  別  損  失      (    583)      (      4)       (  9,555) 

たな卸資産評価損 

     貸倒引当金繰入額 

      そ   の   他 

          574 

           － 

            9 

           － 

           － 

            4 

         1,339 

         7,716 

      499 

 税 引 前中間 (当 期 )純 利益          6,156           5,264           644 

 法人税 ､住民税及び事業税                            615         1,831          1,951 

 法 人 税 等 調 整 額                       1,801         △ 23        △1,911 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益         3,739         3,456            605 

 前 期 繰 越 利 益                       3,903         3,383          3,903 

 中 間 配 当 額                          －            －            562 

  中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益                       7,642         6,839          3,945 
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１7．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株式 

                  移動平均法による原価法によっております。 

  ・その他の有価証券 

       時価のあるもの    中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ 

                       り処理し、売却原価は移動平均法による原価法により算定。）によっております。 

       時価のないもの    移動平均法による原価法によっております。 

② デリバティブ          時価法によっております。 

③ たな卸資産            商品・製品・材料及び貯蔵品は先入先出法による原価法、仕掛品は個別法によ 

                         る原価法によっております。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産           定率法によっております。但し平成10年4月1日以降取得した建物（建物 

                       付属設備は除く）については定額法によっております。 

② 無形固定資産          定額法によっております。市場販売目的のソフトウエアは、見込販売数量 

                 に基づく方法又は残存有効期間に基づく定額法によっており、自社利用の 

                      ソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法に 

            よっております。 

（３） 引当金の計上基準 

 

  ① 投資損失引当金        関係会社の財政状態の悪化による損失の発生に備えるため、その資産内容 

                         等を勘案して必要額を計上しております。 

 

  ② 貸倒引当金             債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸 

                             倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額 

                             を計上しております。 

 

   ③ 賞与引当金             従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準により計上しており 

                             ます。 

 

④ 退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

             金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められ 

             る額を計上しております。 

                数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残 

               存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年 

               度より費用処理しております。 

 

  ⑤ 役員退職慰労引当金       役員の退任時に支出が予測される役員退職慰労金の支払に備えるため内規に 

                          基づく中間期末支払見込額を計上しております。なお、当事業年度より役員 

退職慰労金制度を廃止しており、取締役分については平成17年3月末日、監査 

役分については平成17年6月末日時点の支払見込額をもって引当金計上額とし 

ております。 
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（４） 重要なリース取引の処理方法    

                リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン 

               ス・リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ 

               ております。 

 

（５）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

                                消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（６）固定資産の減損に係る会計基準 

                                当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に 

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）） 

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針  

第6号 平成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に与える 

影響はありません。 

 
 

 

 

 

 

１8．売上高・受注高・受注残高 

  前中間期（平成16年4月1日～平成16年9月30日） 

  当中間期（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 

  前    期（平成16年4月1日～平成17年3月31日）                            （単位 百万円：百万円未満を切捨てて表示） 
      前  中  間  期       当  中  間  期       前      期            期別 

 部門別 売 上 高受 注 高 受注残高売 上 高受 注 高受注残高売 上 高 受 注 高 受注残高

 31,913  32,027  14,350  28,643  30,857  14,098  57,334  54,981  11,884

半導体製造装置 
(19,876) (19,202) ( 7,935) (17,335) (19,113) ( 7,678) (34,519) (31,811) ( 5,900)

  4,847   5,089   1,954   5,804   6,182   2,653  10,257  10,820   2,276

計 測 機 器         
(   976) ( 1,048) (   320) ( 1,025) ( 1,156) (   456) ( 1,959) ( 2,037) (   325)

  2,592   2,834   1,117   2,994   3,140   1,352   5,442   5,773   1,206

自動計測機器         
(   250) (   226) (    38) (   153) (   130) (    41) (   379) (   381) (    64)

    151     155      40     116     157      84     302     308      42

そ の 他         
(    11) (     7) (     6) (    12) (    11) (     7) (    24) (    23) (     8)

 39,505  40,107  17,463  37,558  40,337  18,189  73,336  71,884  15,409

合 計         
(21,114) (20,484) ( 8,300) (18,527) (20,411) ( 8,184) (36,884) (34,253) ( 6,299)

(注）各欄の（  ）内の数字は輸出高を表しております。   
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	中間個別

